
【機密性1情報】 様式3-3

公益法
人の区
分

国所管、
都道府県
所管の区

分

応札・
応募者
数

基幹システムの再構築及び機器の
賃貸借等

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.11.2

富士通マーケティング株式会社
東京都港区港南2-15-3

東京センチュリーリース株式会社
東京都千代田区神田練塀町3

一般競争入札
（総合評価の
実施あり）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

143,542,800 － － － －

車椅子用段差解消機（リフター）
の購入

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.11.2
株式会社マイクロエレベーター
東京都足立区綾瀬3-25-19

一般競争入札
（総合評価の
実施なし）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

2,948,400 － － － －

AD認証サーバ等移設

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.11.9
株式会社ファステップス
東京都新宿区四谷4-32-4

一般競争入札
（総合評価の
実施なし）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

2,637,360 － － － －

ソフトウェアライセンス及びワイ
ヤーロックの調達

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.11.9
株式会社大塚商会
東京都千代田区飯田橋2-18-4

一般競争入札
（総合評価の
実施なし）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

2,152,553 － － － －

パーソナルコンピュータの賃貸借
（レンタル）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.11.9
横河レンタ・リース株式会社
東京都新宿区西新宿1-23-7

一般競争入札
（総合評価の
実施なし）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

3,726,756 － － － －

クラウド型グループウェアサービ
スの導入

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.11.13
株式会社システナ
東京都港区海岸1-2-20

一般競争入札
（総合評価の
実施なし）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

72,731,520 － － － －

西が丘エリア無線LAN環境の刷新

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.11.16
NDS株式会社
愛知県名古屋市中区千代田2-15-18

一般競争入札
（総合評価の
実施なし）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

20,433,600 － － － －

法人名：独立行政法人日本スポーツ振興センター

契約金額
（単位：円）

落札率

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

一般競争入
札・指名競争
入札の別（総
合評価の実
施）

予定価格
（単位：円）



公益法
人の区
分

国所管、
都道府県
所管の区

分

応札・
応募者
数

契約金額
（単位：円）

落札率

公益法人の場合

備考物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

一般競争入
札・指名競争
入札の別（総
合評価の実
施）

予定価格
（単位：円）

競技者アーム・パワー測定用エル
ゴメーターの購入

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　大東和美
東京都港区北青山2-8-35

H27.11.27
旭光物産株式会社
東京都文京区本郷1-33-8

一般競争入札
（総合評価の
実施なし）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

5,745,600 － － － －

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


